
◆ストレスチェックの義務化

◆産業医の紹介サービス

◆産業医との相性も大事

「メンタルヘルス支援会社の

産業医紹介サービスが拡大中

◆精神疾患による労災件数

好況で変わってきた？

新入社員の働くことに対する意識

◆「第一志望に入社」昨年から微増

平成 年 月号

先日、労働安全衛生法の改正案が成立し、医師、保健

師などによるストレスチェックの実施が事業者に義務

付けられることになりました（従業員 50 人未満の事業

場については、当分の間努力義務）。

これにより、企業は社員が精神疾患を発症する前に対

策をとることが求められます。

こうした流れを受け、次のような企業のメンタルヘル

ス対策を支援するサービスが拡大中のようです。

・企業が求める診断能力を持つ産業医を紹介するサービ

ス

・グローバル化に対応し、英語版のストレスチェックを

提供するサービス

・独自のストレスチェックテストで問題があった場合に

産業医を派遣するサービス

従来から 50 名以上の労働者を雇用している事業場

は、産業医による毎月の訪問、労働者の健康管理指導の

実施が必要ですし、月 80 時間超の残業をした労働者等

がいる事業場（50 名未満の事業場も含む）では、労働

者の疲労の程度を把握し、本人の申出により医師の面談

を実施する義務があります。これらに違反する場合は行

政指導の対象となります（罰則もあり）。

多くの企業では、もちろん産業医の選任は行っている

のでしょうが、近年のメンタルヘルス不全による職場の

問題への対応が重要になってきた流れを受け、自社が求

めるものと産業医との相性が合わないケースも増えて

きたようです。

過労や職場でのいじめにより「うつ病」などの精神疾

患を発症したとして労災申請をした人数は、2013 年度

には 1,409 人となり、過去最多を更新しました。また、

実際に労災認定された人は２年連続で 400 人を超えて

います。

メンタルヘルス不全や精神疾患の発症を招かないた

めには、事前の対策が重要です。長時間労働や過重労働

は、日ごろの労務管理で対応し、併せてこのようなサー

ビスを利用することも検討すべきでしょう。

日本生産性本部と日本経済青年協議会が今年度の新

入社員を対象に実施した「働くことの意識」の調査結果

によると、「第一志望の会社に入れた」と答えた新入社

員は、質問を開始した 年以降で過去最低を更新し

た昨年の ％から、わずかに改善され ％でした。

その年の新入社員の就職活動が順調だったかどうか

で敏感に変化する項目に、「人並み以上に働きたいか」

との質問があり、景況感や就職活動の厳しさによって、

「人並み以上」と「人並みで十分」が相反する動きを見

せているようです。
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バブル経済末期（平成２～３年）には、「人並みで十

分」が「人並み以上」を上回っていましたが、その後、

景気が低迷すると、平成 年以降は入れ替わりを繰り

返しています。

最近では、平成 ・ 年度と「人並み以上」が減少、

「人並みで十分」が増加し、新入社員の意識はバブル経

済末期と同様の売り手市場の時のようになってきたよ

うです。

また、「この会社でずっと働きたいか」という問いに

は、一昨年は過去最高を記録した「定年まで勤めたい」

が ％に減少し、代わって「状況次第でかわる」が

％となり、２年連続で「定年まで勤めたい」を上回

りました。

不況が続いたことでしばらく増加していたものが、景

況感の好転とともに減少傾向にあるようです。

「残業についてどう思うか」を聞いてみたところ、昨

年度に続き「手当がもらえるからやってもよい」が最多

となり、昨年度の ％から ％に急増し、過去最

高を更新したそうです。

昨今のいわゆる「ブラック企業」による残業代の不払

いなどの報道に敏感になっており、残業はいとわないけ

れども、それに見合った処遇を求めている傾向にあるよ

うです。

また、産業能率大学がまとめた「 年度新入社員

の会社生活調査」によると、最終的に目標とする役職・

地位について、「社長」と答えた人が となり、調査

を開始した 年以降で過去最低だった昨年の ％

を下回り、初めて１割を下回りました。

一方、女性の管理職登用を進める企業が増えている

中、将来の進路として「管理職で部門の指揮をとる」と

回答した女性の新入社員が ％で、過去最高となっ

たようです。

ジョブ・カードの普及が遅れており、せっかく取得して

も活用できない状況にあることが指摘されています。

そこで厚生労働省では、ジョブ・カード制度を大幅に改

編し、「キャリア・パスポート制度」（仮称）に移行する

検討を開始しました。

産業競争力会議の「雇用・人材分科会」では、「キャリ

ア・パスポート」（仮称）の構想について、「学生段階か

ら職業生活を通じて活用できるものとすることや、企業

及び働き手の双方にしっかり浸透する仕掛けとして、雇

用保険二事業の助成金支給の必要条件とすること等、労

使の理解を得つつ、抜本的に見直す」とともに、「電子

化してネット上での共有を図り、円滑な労働移動につな

げる等、外部労働市場の構築に資する方策を検討する」

こと等としています。

このキャリア・パスポートの目的は、その取得により外

部労働市場で通用するマッチングのためのツールとし

て活用できるようにすることです。

そのための見直し検討事項として、様々な場面で活用可

能とするための様式のあり方、関係情報の電子化、ＳＮ

Ｓに掲載して活用する場合の条件整備などが課題とな

りそうです。

厚生労働省では、平成 年２月頃を目標に、最終的な

構想案を提示する方針です。

助成金支給の必要条件とすることが検討されているこ

とから、創設の影響は決して小さくないものと思われま

す。今後の動向に注意が必要です。
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◆「定年まで同じ会社で働きたい」は減少

◆約７割が「手当が出るなら残業はいとわない」

◆「社長になりたい」は１割を下回る

職業生活を通じて活用できるツールに？

「キャリア・パスポート」創設の動向

◆「キャリア・パスポート」創設の検討が始まる

◆構想の内容

◆マッチングツールとして普及させるために

◆今後の動きは？

人事労務に関する手続き・ご相談・お問い合わせは…

チコ労務管理事務所
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